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   第 ７ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成29年２月23日（木曜日） 

            午前９時59分開議 

            午前11時40分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成28年度熊本県一般会計補

正予算(第15号) 

 議案第３号 平成28年度熊本県収入証紙特

別会計補正予算(第１号) 

 議案第10号 平成28年度熊本県市町村振興

資金貸付事業特別会計補正予算(第２

号) 

 議案第14号 平成28年度熊本県公債管理特

別会計補正予算(第１号) 

 議案第19号 専決処分の報告及び承認につ

いてのうち 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 髙 木 健 次 

        副委員長 緒 方 勇 二 

        委  員 小 杉   直 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 河 津 修 司 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 坂 本   浩 

       危機管理監 本 田   圭 

        秘書課長 横 尾 徹 也 

        広報課長 倉 光 麻理子 

    危機管理防災課長  間 宮 将 大 

  知事公室付政策調整監 府 高   隆 

総務部 

         部 長  池 田 敬 之 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 大 村 裕 司 

       政策審議監  田 中 信 行 

      総務私学局長 古 森 美津代 

        人事課長 平 井 宏 英 

        財政課長 竹 内 信 義 

    県政情報文書課長 田 原 牧 人 

 首席審議員 

  兼総務事務センター長  下 村 弘 之 

      財産経営課長 満 原 裕 治 

      私学振興課長 塘 岡 弘 幸 

 市町村課長 

 兼県央広域本部総務部長 沼 川 敦 彦 

      消防保安課長 松 岡 大 智 

        税務課長 井 芹 護 利 

企画振興部 

      企画振興部長 島 崎 征 夫 

       政策審議監 山 本 國 雄 

   地域・文化振興局長 斉 藤 浩 幸 

交通政策・情報局長 福 島 誠 治 

  首席審議員兼企画課長 吉 田   誠 

      地域振興課長 

 兼県央広域本部振興部長 小 牧 裕 明 

       文化企画・ 

    世界遺産推進課長 手 島 伸 介 

川辺川ダム総合対策課長  吉 野 昇 治 

      交通政策課長 藤 井 一 恵 

      情報企画課長 松 永 正 伸 

       情報企画監 島 田 政 次 

      統計調査課長 坂 本 富 明 

出納局 

  会計管理者兼出納局長 出 田 貴 康 

        会計課長  瀬 戸 浩 一 
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      管理調達課長 石 川   修 

人事委員会事務局 

         局 長 山 口 達 人 

        総務課長 井 上 知 行 

       公務員課長 西 尾 浩 明 

 監査委員事務局 

         局 長 高 山 寿一郎 

   首席審議員兼監査監 佐 藤 美智子 

         監査監 小 原   信 

         監査監 田 原 英 介 

議会事務局 

         局 長 吉 田 勝 也 

     次長兼総務課長 中 島 昭 則 

        議事課長 中 原 敬 喜 

      政務調査課長 上 村 祐 司 

   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 甲 斐   博 

   政務調査課課長補佐 岩 永 千 夏 

     ――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○髙木健次委員長 ただいまから、第７回総

務常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に１名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることとしま

した。 

 次に、本委員会に付託された議案等を議題

とし、これについて審査を行います。 

 まず、議案について説明を求めた後、一括

して質疑を受けたいと思います。説明を行わ

れる際は、効率よく進めるため、最初に一度

立っていただいた後、説明は着座のまま簡潔

にお願いいたします。 

 それでは、総務部長から総括説明をお願い

いたします。 

 

○池田総務部長 それでは、今回提案してご

ざいます議案の概要について御説明申し上げ

ます。 

 まず、一般会計補正予算につきましては、

議案第１号といたしまして、今後の執行見込

みの精査による減額や国の第３次補正予算に

対応いたしまして、いわゆるグループ補助金

の増額などを計上してございます。これらを

合わせますと、620億300万円の減額補正とな

ってございます。 

 なお、今回の２月補正予算後の平成28年度

における熊本地震関連予算につきましては、

最終的に5,323億円となるところでございま

す。 

 このほか、昨年末の鳥インフルエンザに対

応するための予算の専決処分の報告、承認に

つきましても、あわせて御提案を申し上げて

ございます。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては財政課長から、また、予算の詳細

な内容につきましては各課長からそれぞれ御

説明申し上げますので、よろしく御審議いた

だきますようお願い申し上げます。 

 

○髙木健次委員長 次に、財政課長から、今

回の補正予算の概要等について説明をお願い

いたします。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 お手元の資料、総務常任委員会説明資料

(先議)、Ａ４横の資料をお願いいたします。 

 まず、上の12月補正の知事専決予算につい

てでございますが、これは昨年12月27日に南

関町において発生いたしました鳥インフルエ

ンザの蔓延防止を図るための防疫措置に必要

な予算を専決処分したものでございます。 

 次に、下の平成28年度２月補正予算の概要

についてですが、今回の一般会計補正予算

は、今後の執行見込みの精査による補正、そ

れから国の第３次補正予算に対応した予算な

どを計上しているところでございます。 

 12月の専決処分による補正が７億6,200万

ございまして、これに先ほど部長から御説明

いたしました２月補正によります620億300万



第７回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成29年２月23日) 

 - 3 - 

円の減額を合わせますと、一般会計で612億

4,100万円の減額補正となっております。こ

れにより補正後の予算規模は１兆3,190億

3,500万円となります。 

 なお、今回の補正によりまして、下のグラ

フにも入れておりますが、平成28年度の熊本

地震関連予算の総額、こちらが5,323億円と

なります。予算総額に占める割合は４割以上

となっております。 

 下の円グラフにつきましては、歳出予算を

区分ごとに整理したものと財源ごとに整理し

たものでございます。 

 財源内訳の円グラフをごらんいただきます

と、国庫支出金が全体の53％を占めておりま

す。県負担が大きいようにも見えますが、こ

れまで県議会と一体となりまして国への要望

の成果もございまして、実負担額というのが

かなり軽減されております。このことにつき

ましては、後ほど別資料のほうで御説明させ

ていただきます。 

 続いて、２ページのほうをお願いいたしま

す。 

 一般会計のほか、特別会計と企業会計の補

正予算の内訳を記載しております。これらに

つきましては、それぞれ特別会計等を所管す

る委員会で御審議いただくことになっており

ます。 

 続きまして、３ページのほうをお願いいた

します。 

 ４ページとあわせまして、歳入予算の内訳

でございます。 

 １の県税から８の使用料及び手数料まで、

いずれも最終見込み額に合わせて補正を行う

ものでございます。 

 ４ページのほうですが、９の国庫支出金と

12の繰入金が大きく減額となっております。 

 15の県債のほうにつきましては、災害復旧

事業債などの増により増額となっておりま

す。 

 ５ページのほうをお願いいたします。 

 こちらも、６ページとあわせて歳出予算の

内訳になります。 

 １の一般行政経費では、職員給与費や扶助

費、物件費について、事業費の確定等に伴う

減額を行っております。 

 (4)のその他につきましては、災害救助事

業や県債管理基金積立金の増などにより増額

となっております。 

 ６ページのほうに入りまして、２の投資的

経費でございますが、国の災害査定の結果を

踏まえた災害復旧事業など、今後の執行見込

みの精査により減額を、それから、３の公債

費と４の繰出金につきましても、事業費の確

定等に伴う減額を行っております。 

 続いて、７ページをお願いいたします。 

 こちらにつきましては、今回の補正に伴い

ます地方債の補正でございます。 

 ここで、２月補正予算の概要につきまして

は以上のとおりでございますが、先ほど地震

関係の予算のところで触れました地震関連事

業の地方負担額について御説明させていただ

きます。 

 資料変わりまして、Ａ４縦の資料、右に枠

囲みで補足説明資料と書いているのをお願い

いたします。 

 この資料のほうで、熊本地震におけます国

庫補助の拡充強化と、それから高水準の地方

財政措置によって地方負担がどのように軽減

されているかというのを御説明させていただ

きます。 

 まず、四角の枠囲みの中に記載しておりま

すとおり、平成28年度の地震関連の最終予算

は5,323億円でございますが、後年度の交付

税措置まで含めますと、本県の実質的な負

担、これは事業費の５％、260億円を下回る

というふうに見込んでいるところでございま

す。 

 どうしてそういうふうになっていくのか、

主な具体例により御説明させていただきま

す。 
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 まず、(1)の①公共土木施設等災害復旧事

業の図をごらんください。 

 通常の災害の場合、上の図にございますよ

うに、国庫補助率は３分の２にとどまりま

す。激甚災害に指定された際には、標準税収

に比して年間の災害復旧事業費総額が大きく

なればなるほど補助率がかさ上げされると、

こういう仕組みがございます。白い部分です

が、３分の２が今の見込みでは74.4％、これ

が事業の種類によってそれぞれかさ上げ率が

異なるんですが、全体を総括すると、大体

74.4％ぐらいまでかさ上げされると。 

 ここで、また資料ちょっと飛ぶんですが、

起債のほうの話をしますので、本資料の５ペ

ージのほうをお願いいたします。 

 起債の一覧というのをちょっと入れており

まして、今申し上げた補助災害復旧事業債と

いうのが一番上の行に入っております。 

 右から３列目ほどに通常というのが書いて

ございまして、据置期間と書いているところ

に10年償還で２年据え置きというのがござい

ますが、今回、熊本地震につきましては、こ

れが20年償還、５年据え置きというような形

になっております。 

 こういった形で、また１ページのほうにお

戻りいただきたいんですが、まずは補助率の

かさ上げ、それから、それに対します交付税

措置がありまして、残りの部分について実負

担になります。 

 なおかつ、起債の償還に当たっては、償還

の年数を延ばすことで単年度の負担を減らし

ていると、こういった形で補助率のかさ上

げ、手厚い交付税措置、それから起債の償還

期間の長期化、この組み合わせによって地方

財政の負担の最小化が図られております。 

 ２ページのほうをお願いいたします。 

 ③の災害救助事業を掲げておりますが、こ

ちらにつきましても、全額国庫のほうで賄わ

れるような形になっております。 

 ④のグループ補助金等の関係につきまして

も、通常ですと、県負担の４分の１のところ

が、一般財源等で対応するところが災害対策

債という特別の起債を入れつつ、交付税の措

置率も57から95に拡充されております。 

 それから、２ページの一番下の(3)でござ

いますが、こちらで、９月議会でも議決いた

だいております復興基金の関係でございます

が、この創設のために特別交付税が別枠で措

置されております。県や市町村が行う基金事

業につきましては、この基金からの繰入金を

充てるという形で、県や市町村の一般財源の

持ち出しがない形になっております。 

 こういった事業ごとの補助率のかさ上げの

状況、こちらにつきましては、３ページから

４ページに、かさ上げ後に充てることができ

る起債の充当率、それから、交付税措置率の

状況等につきましては、５ページの資料のほ

うで整理しておりますので、後ほど御確認い

ただければと思います。 

 こういった形で、復旧事業につきまして

は、県の負担がかなり軽減されているところ

です。ただ、一方で、今後、本格化してまい

ります復興事業に関しては、どこまで負担軽

減が図られるのか、制度が見えていない部分

もございます。引き続き、国に支援を求めて

いく必要があると認識しているところでござ

います。 

 以上が震災に係る地方負担軽減措置の説明

でございます。 

 財政課からの説明は以上です。御審議のほ

どどうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

○髙木健次委員長 次に、各課の説明に入り

ますが、まず、人事課長から各課共通の職員

給与費について説明をお願いした後、関係課

長などから職員給与費以外の項目について、

順次説明をお願いします。 

 

○平井人事課長 人事課でございます。 

 説明資料の14ページをお願いいたします。 
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 14ページの上の段、一般管理費の欄をごら

んいただきたいと思います。 

 右端に職員給与費という項目がございま

す。こちらをもちまして、一括して人事課の

例で説明させていただきたいと思います。 

 人事課におきましては、989万円の減額を

お願いしております。これは、今年度の当初

予算編成時には、平成28年１月１日時点で在

籍している職員、この給与をもとに算定して

おりますけれども、その後、４月の組織改編

や人事異動等により職員数等が変動している

ことから、当初予算と実際の給与費に違いが

生じておりますので、この補正をお願いする

ものでございます。 

 以下、各課の職員給与費につきましても、

人事課と同様の趣旨でございますので、各課

からの説明は省略させていただきます。 

 以上でございます。 

 

○倉光広報課長 広報課でございます。 

 説明資料の10ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の変更でございます。 

 広報関係業務と首都圏広報業務につきまし

ては、さきの12月議会において、それぞれ

4,600万円余と980万円余を限度額として債務

負担行為の設定を御了承いただいたところで

す。 

 上段の広報関係業務につきまして、ラジオ

広報と広報誌の各戸への配付業務及び県広報

誌の点字版、録音版の作成について、年度内

に契約締結を行う必要があるため、これらに

要する経費を加えた7,200万円余に限度額の

変更をお願いするものでございます。 

 下段の首都圏広報業務につきましては、銀

座熊本館のＡＳＯＢＩ Ｂａｒ運営に関しま

して、新年度当初から継続して実施する必要

がございますため、これらに要する経費を加

えた1,600万円余に限度額の変更をお願いす

るものでございます。 

 広報課は以上です。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○間宮危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 資料１ページをおめくりいただきまして、

11ページをお願いいたします。 

 ２段目の防災総務費、「危険地区からの予

防的避難の促進」に係る総合支援事業で、

135万円の減額をお願いしております。これ

は市町村への補助事業でございますけれど

も、市町村からの実績額がおおむね確定した

ことによる減額でございます。 

 次に、熊本地震デジタルアーカイブ事業で

ございますが、これは国の交付金、地方創生

加速化交付金の採択を受けましたことによる

財源変更でございます。 

 次に、熊本地震追悼・復興祈念事業です

が、震災から１年を迎えるに当たりまして、

犠牲者追悼式や復興祈念シンポジウムの開催

等に要する経費でございます。 

 次に、４、熊本地震に係る都道府県派遣職

員負担金として1,398万円余を計上しており

ます。これは、熊本地震に関しまして、他県

から危機管理防災課へ派遣された職員の給与

費分でございます。 

 次に、３、防災・行政情報通信ネットワー

ク整備事業、防災情報通信基盤整備事業につ

きましては、工事内容の変更により市町村と

県の負担割合が変更になったため、財源更正

を行うものでございます。 

 次のページに行っていただきまして、総務

施設災害復旧費、震度情報システム調査・復

旧事業で3,212万円余の減額をお願いしてお

ります。これは、詳細調査の結果、想定より

復旧費を要しなかったことによる減額でござ

います。 

 引き続き、繰越明許費について御説明いた

します。 

 防災総務費について、466万円余の繰越明

許費の増額をお願いしております。 
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 これは、先ほど説明申し上げました熊本地

震追悼・復興祈念事業の実施日が４月の中旪

を予定しておりますので、準備から開催まで

の経費を繰り越して執行するためのものでご

ざいます。 

 危機管理防災課分は以上でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 

○平井人事課長 人事課でございます。 

 説明資料をおめくりいただきまして、14ペ

ージをお願いいたします。 

 ２月補正予算になります。 

 表の上段の中で、(2)時間外勤務手当とご

ざいますところをお願いいたします。 

 12億7,850万円余の時間外勤務手当等の増

額をお願いしております。この予算は、年度

途中の災害等特別な事情で時間外勤務が必要

となった際に備えて、時間外勤務手当の一部

を人事課において毎年度当初予算で計上して

いるものです。 

 今年度は、平成28年熊本地震に伴い、24時

間態勢での災害待機や熊本地震関連、その後

の業務増加等によりまして、当初予算額では

不足を生じております。そのことから補正を

お願いするものでございます。 

 次に、下段をごらんください。 

 人事管理費でございますけれども、1,189

万円余の減額でございます。 

 説明欄をごらんください。 

 職員研修費でございますが、(1)(2)ともに

熊本地震に伴う職員研修事業の見直しを行っ

たことによる減額でございます。 

 次に、おめくりいただきまして15ページを

お願いいたします。 

 12月専決予算になります。 

 一般管理費の説明欄をごらんください。 

 職員給与費でございますけれども、南関町

で発生しました鳥インフルエンザ防疫作業に

従事した職員の時間外勤務手当等といたしま

して、１億5,400万円余の増額の専決を行っ

たものでございます。 

 人事課は以上でございます。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 16ページのほうをお願いいたします。 

 ２段目の財政管理費の補正でございます

が、52億円余の増額をお願いしております。 

 説明欄をごらんください。 

 １の財政管理費、こちらにつきましては、

地方公会計に関するシステムの委託機器の入

札残などでございます。２から４及び６につ

きましては、財政課で所管しております基金

に運用利息の積み立てを行うことなどに伴う

補正でございます。５の県債管理基金積立金

は、地方財政法第７条に基づきまして、平成

27年度からの繰越金の半分を基金に積み立て

るものでございます。 

 上から３段目の元金、それから、その次の

利子、こちらにつきましては、県債に係る元

金、利子及び公債管理特別会計への繰出金の

最終見込み額に応じまして補正を行うもので

ございます。 

 利子の23億円余の減額につきましては、借

入利率のほうが当初見込みの利率を下回って

いることによるものでございます。 

 最下段、こちらの公債諸費につきまして

は、発行手数料の減によるものでございま

す。 

 １枚おめくりいただきまして、17ページを

お願いいたします。 

 公債管理特別会計についてです。 

 この特別会計は、市場公募債などの県債に

つきまして、その発行と償還等の経理を一般

会計と区別するために設けているものでござ

います。 

 資料記載のとおり、元金、利子及び公債諸

費につきまして、最終見込み額に応じて補正

を行うものでございます。 

 最後に、一番下、債務負担行為の設定でご

ざいますが、これは県債を管理するシステム
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の保守経費につきまして、今年度内に契約を

行う必要があるために設定をお願いするもの

でございます。 

 財政課は以上です。御審議のほどよろしく

お願い申し上げます。 

 

○田原県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 資料の18ページをお願いいたします。 

 ２段目の文書費でございますが、477万円

余の減額をお願いしております。これは、非

常勤職員の減、文書管理システムの改修に要

する経費の執行残等でございます。 

 ３段目以降は全て地震対応分でございま

す。 

 ３段目の大学費でございますが、1,419万

円余の減額をお願いしております。これは、

熊本県立大学が行います授業料等の減免に対

する対象人数が、見込みよりも減となったた

めに減額するものでございます。 

 次に、４段目の総務施設災害復旧費49万円

余の減額でございますが、これは文書倉庫の

復旧に要する経費の執行残でございます。 

 最後、５段目の大学施設災害復旧費でござ

いますが、これは３億7,577万円余の減額を

お願いしております。これは、県立大学施設

の復旧のうち、国庫補助を受けて行う分でご

ざいますけれども、その経費が当初の見込み

を下回ったことによるものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○下村総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。 

 説明資料の19ページをお願いいたします。 

 中段の人事管理費でございますが、3,200

万円余の減額をお願いしております。 

 右側の説明欄をお願いいたします。 

 １の人事管理費は、庶務事務システムの保

守管理、機器リースの入札残による減額でご

ざいます。また、２の職員福利厚生費は、備

品購入費の入札残等によるものでございま

す。３の児童手当は、対象児童数が見込みよ

りも尐なかったことによる減額をお願いして

おります。 

 次に、３段目の恩給及び退職年金費でござ

いますが、受給者の減尐により400万円余の

減額をお願いするものでございます。 

 次、20ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 職員住宅管理費につきましては、職員住宅

跡地のフェンス修理工事を土木部に依頼し、

３月までの工期で契約を済ませております

が、熊本地震の影響で年度内に事業が完了し

ない可能性がございますので、繰り越しの設

定をお願いするものでございます。 

 総務事務センターは以上でございます。 

 

○満原財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 説明資料の21ページをお願いいたします。 

 下段の財産管理費でございますが、１億

1,700万円余の減額補正をお願いいたしてお

ります。 

 内訳は説明欄をごらんください。 

 まず、庁舎等管理費でございますが、通常

分としまして、(1)県庁舎北側の駐車場の防

水工事等改修事業につきまして、震災後の事

業見直しを行いまして、減額補正、それから

財源更正をお願いするものでございます。

(2)の県有施設へのＬＥＤ照明導入事業でご

ざいます。本年度は、玉名総合庁舎のＬＥＤ

照明改修工事と八代総合庁舎の設計を行いま

した。その入札残による減額と財源更正をお

願いするものでございます。(3)の総合庁舎

等施設整備事業でございますが、これは(1)

と同様に、事業の見直しによる減額と財源更

正でございます。(4)のＦＭ推進県有施設集

約化事業につきましては、補正でお願いいた

しました菊池総合庁舎における書庫等設置事
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業の財源更正でございます。 

 22ページをお願いいたします。 

 上段の県庁舎等災害復旧費でございます

が、これは起債・適債工事の財源としまし

て、災害基金繰入金を充当いたしておりまし

たが、これを一般財源に更正するものでござ

います。 

 次に、債務負担行為の追加設定でございま

す。 

 下段をお願いします。 

 これは、地域振興局の局長宿舎等の借り上

げに係る経費と熊本地震からの復興のために

他県からの長期派遣をされておられます職員

の宿舎等の借り上げに係る経費について、債

務負担行為の設定をお願いするものでござい

ます。 

 財産経営課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 ページをめくっていただきまして、23ペー

ジをお願いいたします。 

 私学振興課は、私学振興費及び教育施設災

害復旧費で計12億200万円余の減額をお願い

しております。 

 まず、上段の私学振興費ですが、200万円

余の減額を計上しております。 

 右の説明欄をごらんください。 

 職員給与費減の関係で全体としては減とな

っておりますが、事業としては増となってお

ります。 

 ２の私学振興助成費です。増額が４事業、

減額が９事業の計13事業で1,600万円余の増

額をお願いしていますが、ここでは増減額が

大きい主な事業のみを記載しております。 

 まず、増額事業について御説明させていた

だきます。 

 通常分の(3)私立高等学校等就学支援金事

業は、国費により授業料等に充てるための就

学支援金を支給するものですが、熊本地震の

影響で支給対象者が当初の見込みより増加し

ているため、１億2,900万円余の増額をする

ものです。 

 下のほう、地震対応分の被災生徒授業料等

減免補助事業につきましても、被災生徒数が

当初の見込みより増加しているため、8,800

万円余の増額をお願いしております。 

 次に、減額事業ですが、通常分の(1)私立

高等学校等経常費助成費補助が、対象人数の

減尐等に伴い、１億2,200万円余の減額とな

ります。(2)の私立高等学校授業料等減免補

助につきましては、1,700万円余を減額して

おります。これは、対象生徒が被災した場

合、先ほど説明した被災生徒授業料等減免補

助では施設整備費等も減免対象となり、より

多くの減免を受けることができるため、被災

減のほうで申請する結果、こちらでの対象者

が減尐していることによるものです。(4)私

立学校施設安全ストック形成促進事業につき

ましては、予定していた耐震診断９棟全てが

熊本地震による復旧工事を優先させるために

先送りになったこと及び工事費が当初見込み

額を下回ったことなどにより、4,300万円余

の減額となっております。 

 続きまして、下段の教育施設災害復旧費で

ございますが、11億9,900万円余の減額を計

上しております。 

 右の説明欄をごらんください。 

 教育施設災害復旧費のうち、私立学校施設

災害復旧事業です。この事業は、熊本地震に

より被災した私立学校が、施設の復旧を行う

場合に要する経費につきまして、国費及び県

費で私立学校へ助成を行うもので、９月及び

12月定例会で補正をしたものです。この助成

により、例えば私立高校の負担は６分の１に

軽減されております。 

 今回、11億9,900万円余の減額となります

が、これは災害復旧に係る費用について、予

算計上時は学校からの被害報告額で計上して
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おりましたが、例えば新築復旧から補修復旧

へ工法を変更したことなどにより事業費が当

初の見込みを下回ったこと、また、工事着手

時期が来年度にずれ込むものについて、平成

29年度当初予算へ計上し直したことから、大

幅な減額をお願いするものです。 

 続きまして、24ページをお願いいたしま

す。 

 １事業につきまして、債務負担行為の追加

をお願いするものです。 

 熊本時習館スクールソーシャルワーカー派

遣事業は、専門家を各私立学校に派遣し、不

登校やいじめ、貧困、就労等、さまざまな問

題を抱える私学生徒等に関する助言等の支援

を行うものですが、４月から切れ目なく継続

して生徒や学校への支援を行うには、年度内

に委託契約を進める必要があることから、債

務負担行為を設定するものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○沼川市町村課長 市町村課です。 

 資料の25ページをお願いいたします。主な

ものを御説明いたします。 

 まず、１段目の地域振興局費でございま

す。80万円余の減額です。 

 説明欄をごらんください。 

 広域本部・地域振興局管理運営費でござい

ますが、これは広域本部等の業務運営等に要

する経費の事業見直しによる減額でございま

す。 

 次に、４段目、ページの一番下になります

自治振興費をお願いします。 

 個別事業ごとの増減がありますが、トータ

ルでは７億1,200万円余の増額をお願いして

おります。 

 内訳は説明欄をごらんください。 

 まず、通常分でございますが、(1)自治振

興支援費、これは権限移譲事務市町村交付金

の交付額確定等に伴う、1,549万円余の減額

でございます。次の(2)市町村自治宝くじ交

付金は、サマージャンボ及びオータムジャン

ボ宝くじの収益金の配分額が減尐したことに

伴う交付額、２億6,005万円余の減額でござ

います。１つ飛ばしまして、(4)市町村交流

職員給与等負担金でございますが、これは市

町村交流職員の人数、給与等の確定に伴う、

3,069万円余の増額でございます。 

 １つ飛ばしていただいて、(6)(7)が地震対

応分でございます。このうち(6)被災市町村

行政機能確保支援事業は、発災後の５月補正

で予算化いただいたものですが、所要見込み

額の精査による2,114万円余の減額でござい

ます。(7)平成28年熊本地震復興基金交付金

は、熊本地震からの早期復興を図るため、被

災市町村に対し、活用事業ごとの統一ルール

を定めて配分する交付金として、12月補正で

予算化いただいたものです。今回の補正は、

被災宅地の復旧支援事業の追加による10億円

の増額でございます。 

 次に、資料の26ページをお願いいたしま

す。 

 ２段目、参議院議員選挙費でございます。

これは、平成28年７月10日執行の通常選挙に

おける経費の執行残、3,295万円余を減額す

るものです。 

 その下の海区漁業調整委員会委員選挙費

は、昨年８月３日執行の選挙において、熊本

有明海区及び天草不知火海区の両海区とも無

投票になったことによる経費の執行残、

2,814万円余を減額するものでございます。 

 １ページお開きいただいて、27ページをお

願いいたします。 

 こちらは、市町村振興資金貸付事業特別会

計分の補正になります。 

 上段の市町村振興資金貸付金は、貸付事業

の所要見込み額の精査による１億円の減額で

ございます。 

 下段の一般会計繰出金は、繰り出し先の事

業の消防広域化推進事業の減額に伴い、
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2,850万円余を減額するものでございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○松岡消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 資料の28ページをお願いいたします。 

 消防保安課は、１段目の防災総務費につき

ましては、８億8,200万円余の減額でござい

ます。 

 右説明欄をお願いいたします。 

 ２、防災対策費で、防災消防ヘリの機体更

新の入札残等による減額でございます。 

 次に、２段目の消防指導費につきまして

は、3,200万円余の減額でございます。 

 右説明欄のとおり、２、消防費について、

４月の熊本地震の発生により中止いたしまし

た大会運営費の減額、また、消防広域化推進

事業につきましては、地震により消防広域化

支援交付金交付対象市町において、対象事業

の計画変更がなされたことに伴う減額でござ

います。３、危険物取締指導費につきまして

は、免状交付件数が当初見込みよりも尐ない

ことによるものでございます。 

 続きまして、３段目の火薬ガス等取締費に

つきましても、保安検査等の申請件数が見込

みよりも尐ないことによる減額でございま

す。 

 次に、最下段の総務施設災害復旧費につき

ましては、５月の補正で復旧経費をお認めい

ただきましたが、改修による復旧等を予定し

ていたところでございますが、その後の被災

状況詳細調査で、屋内訓練場と救急教室につ

きましては、当初の想定以上に施設の被害が

甚大であったということから建てかえを行う

こととし、改めて当初予算に計上をお願いす

ることとしまして、経費の減額をするもので

ございます。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 これは、県内各消防本部から派遣された航

空隊員の宿舎の借り上げ、それから防災消防

ヘリの運航等の業務につきまして、それぞれ

４月１日から切れ目なく対応するために債務

負担行為の設定をお願いするものでございま

す。 

 消防保安課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いをいたします。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。よろ

しくお願いします。 

 資料の30ページをお願いいたします。 

 まず、税務総務費で22億8,500万円余の増

額をお願いしております。 

 説明欄をごらんください。 

 ４のふるさとくまもと応援寄附基金積立金

は、ふるさと納税により本県に寄附をいただ

いた寄附金などを基金のほうに積み立てるた

めに支出するものですが、昨年９月補正にお

きまして、昨年７月末までの分として36億

2,000万円余を積み立てております。今回、

８月以降分などとして、22億5,000万円余を

積み立てるものでございます。 

 次に、下段の賦課徴収費でございますが、

8,000万円余の増額をお願いしております。 

 主なものとしまして、説明欄２の公金取扱

費5,200万円余は、個人県民税を各市町村に

それぞれの市町村民税とあわせて徴収しても

らっておりますので、その徴収取扱費を市町

村に交付する際の計算基礎となる納税義務者

数が見込みより多かったことから、また、３

の県税過誤納還付金の2,000万円は、法人事

業税などに係る過誤納還付金が不足すること

から、増額をお願いするものでございます。 

 あけていただきまして、31ページでござい

ます。 

 上段のゴルフ場利用税交付金から最下段の

軽油引取税交付金までにつきましては、市町

村への交付金並びに他の都道府県への清算金

になります。 
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 これらは、県に納付されたそれぞれの税収

をもとに、地方税法等に規定する計算方法で

算定した額を市町村等に交付するものでござ

いますが、右側の説明欄記載の理由により、

所要の補正をお願いするものでございます。 

 税務課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○吉田企画課長 企画課でございます。 

 説明資料の33ページをお願いいたします。 

 １段目の諸費でございますが、1,500万円

余の減額をお願いしております。 

 内容につきましては説明欄をごらんくださ

い。 

 東京事務所費の部分で、職員給与費以外

に、管理運営費について、東京事務所職員の

宿舎借り上げに要する経費を、事業見直しに

より100万円余減額をお願いしております。 

 次に、３段目の計画調査費で700万円余の

減額をお願いしております。 

 説明欄をごらんください。 

 まず、１の開発促進費として400万円余の

増額補正をお願いしております。主なものと

して、市町村からの派遣職員の人件費に対す

る負担金でございます。次に、２の企画推進

費につきましては、国の地方創生推進交付金

の減に伴う事業費の減や事業見直しによる減

として、1,100万円余の減額をお願いするも

のでございます。また、３の世界チャレンジ

支援基金積立金は、運用利息の確定に伴う積

立金の増額をお願いしております。 

 次に、34ページをお願いいたします。 

 東京事務所職員宿舎等賃借及び銀座熊本館

運営業務に係る債務負担行為の設定をお願い

しております。 

 これは、新年度に東京で勤務する職員のた

めの借り上げ宿舎の契約、都道府県会館への

管理料等の負担及び銀座熊本館における県産

品展示やＰＲのための委託を年度内に契約す

る必要がございますため、債務負担行為を設

定するものでございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○小牧地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 35ページをお願いいたします。 

 計画調査費につきまして、2,100万円余の

減額をお願いしております。 

 説明欄をごらんください。 

 まず、１の開発促進費でございます。通常

分の「環境首都」水俣・芦北地域創造事業の

2,300万円余の減額で、湯の鶴地区の温泉街

交流拠点整備事業等に要する経費の執行残に

よる減額でございます。 

 次に、２の企画推進費の通常分でございま

す。(1)地域づくりチャレンジ推進事業及び

(2)水俣・芦北地域産業振興等推進事業につ

きましては、事業見直しによる減額でござい

ます。(3)人材ネットワーク構築事業につき

ましては、一般財源から国の地方創生推進交

付金充当への財源更正でございます。 

 次に、地震対応分でございます。 

 地域づくりチャレンジ推進事業につきまし

ては、一般財源から国の地方創生加速化交付

金充当への財源更正でございます。 

 続きまして、３の土地利用対策費につきま

しては、事業見直しによる減額、４の国庫支

出金返納金については、過年度補助金の確定

に伴う国庫返納金でございます。 

 次に、36ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の変更でございます。 

 「環境首都」水俣・芦北地域創造事業につ

いて、翌年度への繰り越しをお願いするもの

でございます。 

 環境省の補助事業を活用して水俣市が行う

生態系に配慮したなぎさ造成整備事業におい

て、公有水面の埋立免許の取得に係る漁協と

の協議に不測の時間を要したことから、年度

内の事業完了が困難な状況となっており、繰
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越明許費の変更をお願いするものです。 

 続きまして、債務負担行為でございます。 

 まず、くまもと移住定住支援センター運営

業務は、東京にありますふるさと回帰支援セ

ンター内の本県ブースの賃貸借料や移住定住

支援相談員に伴う経費等でございます。 

 次に、御所浦地域活性化推進事業でござい

ますが、御所浦地域における地域おこし協力

隊活動支援等に要する経費でございます。 

 いずれも年度内に契約する必要があるた

め、債務負担行為を設定するものでございま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○手島文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 説明資料の37ページをお願いいたします。 

 計画調査費につきましては、4,200万円余

の減額補正をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の文化企画推進費でございます。 

 主なものとして、(1)博物館ネットワーク

推進事業は、熊本県博物館ネットワーク構想

に基づく活動に要する経費であり、事業の見

直しによる減額でございます。(2)レジデン

スｆｏｒ阿蘇世界文化遺産は、世界文化遺産

登録を目指す阿蘇のＰＲのため、海外の芸術

家を招聘し、芸術文化の振興を図るための経

費ですが、熊本地震を受けた事業休止による

減額でございます。 

 次に、２、県立劇場費でございます。 

 地震対応分の県立劇場事務運営費は、熊本

地震を受け、６月補正で県立劇場の閉館に伴

う使用料返還額を措置いただいたところでご

ざいますが、利用者の催事日程の変更などで

の対応ができたことからの減額でございま

す。 

 通常分の県立劇場管理運営事業は、県立劇

場の一時閉館に伴う、その期間等に対応する

指定管理委託料の減による減額でございま

す。 

 続きまして、企画施設災害復旧費につきま

しては、２億5,300万円余の減額補正をお願

いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 地震対応分の県立劇場施設災害復旧費は、

県立劇場の本格復旧に要する経費の執行残等

による減額でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 説明資料の38ページをお願いいたします。 

 計画調査費で２億5,500万円余の減額をお

願いしております。 

 右の説明欄をお願いいたします。 

 まず、１の川辺川総合対策費ですが、(1)

の川辺川ダム総合対策事業は、川辺川ダム問

題の諸課題に対応する経費でございますけれ

ども、予定していた事業の見直しによりまし

て150万円を減額するものでございます。(2)

の五木村振興交付金交付事業は、ふるさと五

木村づくり計画及び五木村生活再建基盤整備

計画を実施する村に対して助成するものでご

ざいますけれども、基盤整備事業の事業進捗

のおくれにより実績見込み額が減尐するため

に、１億6,700万円余を減額するものでござ

います。(3)の五木村振興道路整備(受託)事

業は、道路整備を県が受託して施行するもの

ですけれども、国の交付金の減に伴います実

績見込み額の減によりまして、8,700万円余

を減額するものでございます。 

 ２の五木村振興基金積立金、３の球磨川水

系防災減災基金積立金につきましては、それ

ぞれの基金の運用利息の確定に伴う積立金の

増減でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 



第７回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成29年２月23日) 

 - 13 - 

 

○藤井交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 説明資料は39ページをお願いいたします。 

 計画調査費、１億4,800万円余の増額をお

願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 まず、１の交通整備促進費の通常分です

が、主なものとして、(1)の並行在来線対策

事業は、肥薩おれんじ鉄道の利用促進及び運

行支援に要する経費の事業費確定により、

1,400万円余の減額でございます。(2)の地方

公共交通対策事業につきましては、公共交通

事業者や生活交通確保に向けた取り組みを行

う市町村への支援等に要する経費のうち、主

に運休している南阿蘇鉄道の事業費見直しな

どにより、1,600万円余の減額でございま

す。 

 また、地震対応分として、益城テクノ団地

生活交通支援事業につきましては、益城テク

ノ団地入居者に対する当該団地と益城町中心

部とを結ぶ路線バスの利用運賃の助成に要す

る経費の所要見込み額が増加したことにより

まして、300万円を計上しております。 

 次に、２の空港整備促進費の通常分でござ

います。 

 主なものとして、(1)の阿蘇くまもと空港

直轄事業負担金につきましては、空港法の規

定に基づき国が行う阿蘇くまもと空港の基本

施設の改良工事等に対する所要見込み額が増

加したことにより、負担金２億4,600万円余

を計上しております。(2)の阿蘇くまもと空

港国際線振興対策事業につきましては、阿蘇

くまもと空港の国際拠点性の向上を図る阿蘇

くまもと空港国際線振興協議会に対する負担

金の所要見込み額が、国際線の運休に伴い減

尐したことなどにより、6,800万円余の減額

をしております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○松永情報企画課長 情報企画課でございま

す。 

 説明資料の40ページをお願いいたします。 

 人事管理費でございますが、7,900万円余

の減額をお願いしております。 

 説明欄をごらんください。 

 主なものとしまして、ホストコンピュータ

ー関連の入札残、パソコン調達に係る入札残

及び各種情報システム管理運営に係る入札残

等に伴う減額でございます。 

 次に、計画調査費でございますが、２億

7,000万円余の減額をお願いしております。

内訳としまして、ネットワーク分離によるセ

キュリティー強化業務委託の入札残等及び社

会保障・税番号制度に係る共同システム整備

委託の入札残に伴う減額でございます。 

 次に、41ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 情報通信格差是正事業費補助は、市町村が

実施します携帯電話基地局整備に係る国庫補

助金ですが、整備を予定していました五木村

において、積雪の影響や資材調達に不測の日

数を要していることから、年度内の事業終了

が見込めないため、繰り越しの設定をお願い

するものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○坂本統計調査課長 統計調査課でございま

す。 

 説明資料の42ページをお願いいたします。 

 ２段目の委託統計費ですが、500万円余の

減額をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 国の各省から委託を受けて実施いたします

統計調査に係る国庫委託金の減額に伴う減及

び国庫委託金の清算に伴う返納金の増額でご

ざいます。 

 次に、単県統計費ですが、20万円余の減額
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をお願いしております。これは産業連関表の

作成に要する経費の事業見直しによる減額で

ございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○瀬戸会計課長 会計課でございます。 

 資料の44ページをお願いいたします。 

 まず、上段の一般会計でございます。 

 ２段目の会計管理費のうち、総合財務会計

システム改修事業費につきまして、7,026万

円余の減額をお願いしております。 

 本事業につきましては、地方公会計制度の

導入に伴います総合財務会計システムの改修

費でございますけれども、本年度当初予算編

成時には、必要と思われる機能全て見込んで

予算計上を行ったところでございますが、そ

の後、総務省のほうから国の公会計標準シス

テムの詳細機能が公表されまして、公会計標

準システムの機能を最大限活用するというこ

とで、県の総合財務会計システムの改修内容

を大幅に縮小することができたため、減額を

お願いするものでございます。 

 続きまして、下段の収入証紙特別会計をお

願いいたします。 

 一般会計繰出金につきまして、１億円の減

額をお願いしております。これは証紙による

手数料収入が当初見込みより尐なかったこと

による減額でございます。また、説明欄にあ

りますとおり、平成27年度繰越額が確定した

ことによる財源更正をお願いしております。 

 会計課は以上でございます。よろしく御審

議のほどお願いいたします。 

 

○石川管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 資料をおめくりいただきまして、46ページ

をお願いいたします。 

 債務負担行為の変更でございます。 

 これは、知事部局、教育委員会、警察本部

が行います平成29年度の業務委託のうち、４

月から業務を開始するものにつきまして、今

年度内に契約を行う必要がありますことか

ら、今議会での債務負担の設定をお願いする

ものでございます。 

 まず、上段の県有施設等管理業務でござい

ますが、これは庁舎の清掃及び設備の保守点

検など、355件の業務委託分でございます。 

 次に、中段の給食業務でございますが、特

別支援学校など５校分の給食業務の委託分、

また、下段の情報処理関連業務につきまして

は、県税システムなど各種電算システムの維

持管理に必要な197件分の業務委託分でござ

います。 

 資料をおめくりいただいて、47ページでご

ざいます。 

 事務機器等賃借でございますが、これは、

県のホストコンピューターやコピー機など、

151件の事務機器のリースに係るものでござ

います。 

 以上、全体で16億2,500万円余の債務負担

行為の設定をお願いしているところでござい

ます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○井上人事委員会事務局総務課長 人事委員

会事務局でございます。 

 資料の49ページをお願いいたします。 

 上段の表の委員会費につきましては、人事

委員会委員の報酬につきまして、活動実績を

踏まえて減額するものでございます。 

 次に、事務局費につきましては、説明欄の

とおり、２の任用事務費、３の給与制度等調

査研究費につきまして、事業見直しに伴い減

額するものでございます。 

 次に、債務負担行為の追加につきまして

は、職員等採用試験案内の作成業務について

お願いをしております。 

 これは、平成29年度に実施します採用試験

の受験者確保に向けまして、試験内容の早期
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周知を図るため、年度当初に試験案内を作成

し配付する必要がございますので、債務負担

行為の設定をお願いするものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○佐藤監査委員事務局監査監 監査委員事務

局でございます。 

 説明資料の50ページをお願いします。 

 上段の委員費でございますが、委員の人件

費215万円余の減額補正をお願いしておりま

す。これは常勤の監査委員に係る給料の額の

改正に伴うものでございます。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○中島議会事務局次長 議会事務局でござい

ます。 

 資料の50ページの下段をお願いいたしま

す。 

 上段の議会費でございますが、4,492万円

余の減額をお願いしております。これは議員

の定数減による議員報酬の減額及び議員応召

旅費等の減額でございます。 

 次に、下段の事務局費でございますが、

550万円余の増額をお願いしております。こ

れは、定期異動に伴います職員給与費の増額

及び一般役務費等の執行残に伴う減額、議会

棟改修工事等の入札残等に伴う減額でござい

ます。 

 なお、補正額の財源内訳としまして、地方

債が1,000万円の減額となっておりますが、

これは地方債を充当していた議会棟改修工事

の予算が減額になったことに伴うものでござ

います。 

 次に、資料51ページをお願いいたします。 

 議会施設災害復旧費でございますが、特定

財源その他と一般財源の財源更正でございま

す。これは、熊本地震による議会施設災害復

旧費におきまして、当初特定財源であります

災害基金を充当していたものを一般財源に財

源更正するものであり、特定財源が83万

2,000円の減額、一般財源が83万2,000円の増

額となっております。 

 続きまして、繰越明許費の変更でございま

す。 

 議会では、平成28年度から29年度におきま

して、議会棟外部改修工事を実施しておりま

すが、平成28年度契約分の年度内の完了が困

難であるため、繰越明許費の設定をお願いす

るものでございます。 

 説明は以上でございます。よろしく御審議

いただきますようお願いします。 

 

○髙木健次委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑を受けた課は、最初に一度立っていた

だき課名を言った後、座って説明をしてくだ

さい。 

 質疑はございませんか。 

 

○鎌田聡委員 資料の３ページのところで歳

入の内訳が載せてありますけれども、県税が

57億減ですね。地方消費税と個人県民税等の

減収によるとありますけれども、何でこんな

に減ったのか、その要因を教えていただきた

いと思います。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 28年度の税収でございますけれども、こち

らは、熊本地震の影響や地方消費税において

ちょっと大きな還付事案が発生したことによ

りまして、58億円ぐらい尐ない額を見込んで

いるというところでございます。それと、法

人とか軽油引取税のほうは逆に――軽油引取

税に関しましては、地震の影響による軽油需

要の増加等がございまして増額になりますけ

れども、トータルして58億円ぐらい低いとい

うことになっております。 

 以上でございます。 
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○鎌田聡委員 じゃあ、これは地震の影響で

すね。地震の影響で57億円減収ということで

よろしいでしょうか。 

 

○井芹税務課長 全てが地震の影響とは言え

ませんけれども、地震の影響も一部あるとい

うことでございます。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。 

 それと、もう１点いいですか。 

 

○髙木健次委員長 どうぞ。 

 

○鎌田聡委員 私学、23ページですね。私学

振興課ですけれども、２の(3)ですか、就学

支援金の対象者が増加ということ、これはた

しか年収910万を下回る方への多分支援金じ

ゃないかと思いますけれども、これも地震の

影響だと思いますけれども、大体これは何名

ぐらいの方がこういう状況で対象者がふえた

のかということを教えていただきたいと思い

ます。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 委員御指摘のとおり、就学支援金制度は、

住民税の所得税割額によって加算額が決定し

ますけれども、被災によりまして市町村民税

額が減額をされまして、そのことによって加

算の対象がふえてまいりました。そういうこ

とで被災生徒数の増加を見込んでおるところ

です。 

 大体、調査の結果、大規模半壊以上が440

名程度、半壊が1,000名程度おりますので、

その分について就学支援金の増額を積算した

ところです。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 これは、年収のラインがあっ

て、それを下回ったら就学支援金の対象にな

るというやつだったですよね。 

 

○塘岡私学振興課長 大体年収相当で910万

円を下回った場合に就学支援金の支給となり

ます。その間、中で、例えば350万とか590万

とか、そういう年収のラインによりまして２

倍とか2.5倍とか、そういう加算が発生して

まいります。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、年度の途中で、今言

われた1,500弱ぐらいの方々が、それを下回

る状況が見込まれるという理解でよろしいん

ですね。 

 

○塘岡私学振興課長 先ほど申しました人数

全てが、税額の更正がありまして、対象者に

なるとは限っておりませんけれども、ただ、

支給が不足することがないよう、最大限積算

をしているところです。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。 

 それとあわせて、その下に授業料の減免の

補助もあるんですよね。これは、それに加え

てになるんですか。ここの対象人数も教えて

いただきたいと思います。 

 

○塘岡私学振興課長 通常分の授業料減免補

助の(2)の私立学校等授業料減免補助のほう

でよろしいですか。 

 

○鎌田聡委員 地震対応分です。その下、

8,890、これは地震ですよね、要因は。 

 

○塘岡私学振興課長 地震対応分の被災生徒

授業料等減免…… 

 

○鎌田聡委員 そうそうそう。 
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○塘岡私学振興課長 当初、９月補正でお願

いをしておりましたけれども、その後、余震

等が発生しておりまして、被災も拡大してお

ります。また、罹災証明、それの再調査をや

っておられるところも多いです。先週の報道

ですと、まだ97％ぐらいの方しか罹災証明の

申請が済んでおりませんで、6,700件ほどが

まだ新たな罹災証明について審査中というふ

うな話を伺っております。そういう中で、今

回、対象人数を1,409名から2,221名へ、812

名増をしたところでございます。 

 

○鎌田聡委員 今の状況はわかりましたけれ

ども、これは、また、増をした分とさっきの

就学支援金の1,500弱、これはプラス、足し

算したほうがいいんですかね。その人数の関

係を教えていただきたいと思います。 

 

○塘岡私学振興課長 授業料減免制度につき

ましては、もともとの授業料から就学支援金

を除いたその残額について、授業料を減免す

る制度でございます。また、その制度の内訳

につきましても、被災のほうは大規模半壊と

か全壊とか半壊とか、そういうことにも着目

していきますので、人数としては若干違って

まいります。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、先ほどの1,500のう

ちで、さらに授業料をゼロにする生徒が800

ぐらいふえたという理解でよろしいですか。 

 

○塘岡私学振興課長 授業料減免につきまし

てはそういうことでございます。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。 

 かなりの生徒さんの人数が上がってきてお

りますので、しっかりとその手だても対応し

ていただくように、よろしくお願いしたいと

思います。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○河津修司委員 18ページの大学施設災害復

旧費で、県大のこの復旧費の減額ですが、こ

れは見込みが変わったということですか。詳

しく教えてください。 

 

○田原県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 この災害復旧費につきましては、地震が起

きまして、すぐ国庫補助の協議をするために

予算化しないといけないということで、一応

５月補正でお願いしたところでございます。

そのときの見積もりの際には、被害写真と

か、こういったものを資料といたしまして、

営繕課と打ち合わせをいたしまして、災害の

見込み額、これを算定したところでございま

す。あとは研究施設とか研究の設備、こうい

ったものにつきましても、修理できるか、買

いかえるかというところがございまして、一

応買いかえるということで算定をしておりま

す。 

 そういったこともございまして、実際に調

査をいたしますと、修理で済むとか、思った

よりも被害が軽微で済んだとか、そういった

こともございまして、減額したということに

なります。 

 

○河津修司委員 わかりました。 

 それから、31ページの268ですか、それの

自動車取得税の交付金ですが、これは、これ

だけふえたということは、やっぱり地震によ

って自動車が被害を受けて買いかえたとか、

そういうことなんですか。どういうことです

か。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 委員おっしゃるとおり、この自動車取得税
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の収入金は、この取得額に対して課税します

ので、12月末までの累計で、全国平均が101.

4％と前年並みの中、本県は、対前年比118

％、約20％近く伸びております。これは、考

えた場合、やっぱり本県の特異事情として熊

本地震に伴う被災車両の買いかえ等があった

ものというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○河津修司委員 自動車が被災したというこ

とと、やはり何か工事関係がふえて、そうい

った関係で需要量がふえたとか、そういった

ことも含まれるわけですか。 

 

○井芹税務課長 車種については、そこまで

分析はしておりません。12月末の登録車の数

が、対前年比で約17％ぐらい伸びているとい

うことはわかりますけれども、ちょっと車種

別、例えばトラックが伸びたとか、そういう

のはちょっとまだ、把握しておりません。 

 以上です。 

 

○河津修司委員 わかりました。 

 それからもう１つ、36ページの地域振興課

で、議案の15ページですか、御所浦地域活性

化推進事業で、これは、先ほどの話では、何

か地域おこし協力隊の分ですか。 

 

○小牧地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 御所浦につきましては、架橋、橋の長期化

に伴いまして、御所浦地域振興策というもの

を２年ほど前から事業を行っているところで

ございますが、その中でいろんな地域振興策

を検討してもらうために、県で地域おこし協

力隊を派遣しまして、御所浦の中に入りまし

て、そちらのほうでいろんな地域振興の取り

組みを企画、運営をしているものでございま

して、その地域おこし協力隊の業務というこ

とでございます。 

 

○河津修司委員 これは地域おこし協力隊が

県に派遣をされてきたということで、やはり

その方もほかの地域からの隊員ということに

なるわけですか。 

 

○小牧地域振興課長 通常、市町村によく地

域おこし協力隊が派遣されておりますが、そ

れと同様でございまして、基本、都市圏のほ

うからこちらの熊本のほうに派遣されてきた

というか、こちらのほうに配置された方とい

うことでございます。 

 

○河津修司委員 わかりました。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○小杉直委員 ２点ほどお尋ねしますが、最

初は６ページ。 

 防災消防ヘリコプター管理運営費等につい

て、約９億円の減額があっとるですたいね、

補正額の。これは理由は何ですかな。 

 

○松岡消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 委員お尋ねの８億9,000万円ほどの防災消

防ヘリの減額でございますけれども、これは

予算で取っておりました額よりもはるかに低

額で入札の結果落札されたということで、金

額が下がったということでございます。 

 

○小杉直委員 入札、落札というと、どの面

のことですかな。 

 

○松岡消防保安課長 28ページをごらんいた

だきたいと思いますけれども、ヘリコプター

の管理運営費、機体の更新の入札残による減

額ということで８億9,400万円の減額をお願

いしているところでございますが、当初予算
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の見込みとしては29億円余の予算を計上いた

しておりました。11月に入札を行った結果、

落札額が18億4,000万円余ということで、落

札額が当初の予算よりも尐なくなったという

ことで執行残が出てまいりまして、それを今

回減額をするものでございます。 

 

○小杉直委員 了解しました。 

 なら、もう１点、25ページ、市町村課長、

沼川さんか。 

 説明はなかったわけですが、小さい金額で

すけれども、自衛隊員募集啓発費、所要見込

み額の精査による減で4,800万ですか、今、

自衛隊の募集に、非常に自衛隊が応募が尐な

いということで苦労しとる環境ですが、これ

はどういう理由ですかね。 

 

○沼川市町村課長 市町村課です。 

 お尋ねの件ですが、減額は一応４万8,000

円で、もともとは事務経費になっておりまし

て、会議がありますけれども、会議の会場等

によって変動する幅の金額の減になります。 

 

○小杉直委員 ４万8,000円だったですな。

わかりました。ありがとうございました。 

 

○氷室雄一郎委員 消防保安課にちょっとも

う一遍お尋ねしたいんですが、消防学校の災

害復旧費ということで、これはかなり減額な

んですけれども、これはまた新しく――もと

もとは消防学校は、もう災害復旧の事業は始

まっとるんですか。始まっとったんですか。 

 

○松岡消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 消防学校の災害復旧につきましては、昨年

５月の補正をお認めいただきまして、復旧事

業を進めてまいっているところでございます

けれども、７月以降、被災区分の判定等、詳

細調査を実施いたしたところでございます。 

 その結果、当初改修による復旧を予定して

いたところでございますけれども、被災区分

の判定の結果、被害の状況がかなり大きい

と、想定よりも大きいということが判明いた

しました。 

 それを受けまして、今後、新たに救急教室

とそれから屋内訓練場については建てかえを

行う必要があるということにいたしまして、

今回、一度28年度の予算を減額いたして、29

年度で改めて改築というか、建てかえに伴う

経費の予算措置をお願いするということにし

ているものでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 もう既にこういう復旧工

事を行うということで計画書が出されたと、

その後工事も始まったと、途中でこれはちょ

っとおかしいんじゃないかという、そして大

幅な改修になると思うんですが、今回減額を

されておるんですけれども、これは当初の計

画そのものが甘かったんじゃないんですか。

どうなんです。 

 

○松岡消防保安課長 当初の見込みとして

は、営繕課等と協議をしながら目視をして被

害状況の確認をしておりましたが、実際に事

業を始める段階で被害状況の詳細調査を行っ

たところ、被害の状況が予想よりもはるかに

見た目よりも大きかったということで、今回

改めて計画を見直すということにしているも

のでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 だから、その当初の計画

があんまりぴしっとしとらぬとじゃなかった

かということを言っとるわけですよ。 

 じゃあ、工事が始まりました。この方針の

変更はいつごろやられたんですか。 

 

○松岡消防保安課長 工事自体はまだ調査の

段階で、実際の工事というのはまだ行われて

おりませんで、これから調査の後設計をし
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て、それから工事にかかるという段階の中

で、被害の状況が大きいというのがわかりま

したので計画を変更したという、そういう状

況でございます。 

 

○氷室雄一郎委員 ということは、次の予算

を組まなければならないということですけれ

ども、そうすると、すぐ建ち上がるわけでは

ございませんので、かなり期間がかかると思

うんですけれども、大体、まあこれから額等

は決まっていくんじゃないかと、これではで

きないと思うんですが、どのくらいの期間を

要するという考え方、その推定をされている

んですか。 

 

○松岡消防保安課長 今後の具体的なスケジ

ュールでございますけれども、設計等につい

ては、一部28年度に着手しておりますが、屋

内訓練場と救急棟の建てかえにつきまして

は、29年度中に建物の解体とそれから設計手

続を行って、29年度の終わりから工事にかか

り、30年度の完成を目途に準備を進めていく

ということにしているところでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 かなり長期的なスパンを

必要とするわけですけれども、その間、非常

に重要な部署を担っておられるこの役割な

り、そういう必要というのは考えられないん

ですか。それにかわる対応も必要になってく

ると思うんですけれども、建てかえも必要で

あれば、この機能そのものがやっぱり問われ

てくる面も出てくるんじゃないんですか。 

 

○松岡消防保安課長 委員御指摘のとおり、

消防学校の教育訓練に係る重要な施設である

だけに、確かに教育への影響というものは免

れないというふうに我々も感じているところ

でございます。 

 ただ、今年度の教育カリキュラムにおきま

しても、現在、使用可能な施設等でやりくり

をしながら、そして、さらに各消防本部から

の協力等も得ながら何とか賄っているという

状況でございますので、復旧工事期間中もで

きるだけ深刻な影響を及ぼさないように、カ

リキュラム、それから訓練の内容等、工夫を

しながら進めてまいりたいというふうに考え

ているところでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 そうしたら、これはもと

もとの出発点が非常に甘かったんじゃないか

ということを指摘しておきたいと思うんで

す。 

 あとは、さっき課長がおっしゃったよう

に、かなりの期間がかかるわけでございます

ので、ここは非常に重要な部署でございます

ので、そういう訓練等がきちっとできるよう

に御配慮をいただきながら進めていただきた

いと思っておりますので、その辺はきちっと

やっぱりやって、１年間、まあ実質言えば１

年おくれたわけでございますので、そういう

ことのないようにやっぱりせないかぬ。かな

りの方々が、やっぱり――これから災害、ま

た防災に重要な役割を果たしている拠点でご

ざいますので、取り組みをお願いしたいと、

まああんまり言ってもしようがないですし…

…。 

 

○髙木健次委員長 よろしいですか。 

 

○氷室雄一郎委員 はい。 

 

○荒木章博委員 28ページの小杉委員が今質

問した件で、これは９億近くも入札不調なん

かあるはずはないんですよ。だから、これ

は、要するに目的とした機種と違う機種にな

ったということなんでしょう。そこはきちん

とやっぱり説明せんと意味がわからぬです

よ。ただそれだけの入札残だけで、８億

9,000万も、９億近くの金が動くわけはない

はずですよ。 
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○松岡消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 当初、防災ヘリとして対応できる機種とい

うものを、性能、大きさ、それから重量等か

ら、おおむね大体中型機で、まあ数機種とい

うことに限られてきているわけでございます

けれども、その中でも、大きさやそれから重

量、価格等、それぞれに違いがあるところで

ございます。予算計上の段階につきまして

は、候補となり得る機種のうち、最も価格の

高い機種を購入するということを想定して、

予算の額の算出を行っております。 

 入札に際しましては、総合評価方式という

ことで、それぞれ当方で必要な機能等を加味

して条件をつけて入札を行ったところでござ

いますけれども、やっぱり価格の評価点に占

める割合が高いということで、各社価格を下

げて応札をしてまいっているところでござい

ますが、その応札があった価格というもの

が、予定よりも予算額を大幅に下回る結果と

なったというふうに受けとめているところで

ございます。 

 

○荒木章博委員 大体今度入札した機種は幾

らですか。 

 

○松岡消防保安課長 一応、落札額としては

18億4,600万円ということになっておりま

す。 

 

○荒木章博委員 こういう見積もりの仕方は

いかぬですよ。９億近くの金が、10数億しか

しない機種を購入するのに、これだけ、９億

以上の最高金額で予算をかけるというのは不

適切ですよ。だから、もっとその予算のやり

方というのは、段階を経てあるはずですよ。 

 だから、要するに、希望していた、大がか

りな最高のヘリを予定しておったけれども、

まあいろんな状況でこれで見合うものがある

ということで、そういう形で入札をしたとい

うことと思うんですよね。そうじゃないです

か。 

 

○松岡消防保安課長 入札に際しては、それ

ぞれ確かに機種の中で高い、安いがございま

すけれども、それでやっぱり防災ヘリとして

機能をさせていく場合に、一長一短あるとい

うような認識を私たちはそれぞれ事前の情報

の中でしたところでございます。その中で、

評価を、ランニングコストとか、それから運

休率、そういうことも含めて評価をさせてい

ただいて、今回の機種を最終的には決定した

ということでございます。 

 

○荒木章博委員 もうわかりました。 

 だから、最初からランニングコストも、機

種の、どういう趣旨であるかということを基

本的に熊本県が持っていないと、そういう情

報をとって、まあ見積もりでもいいですよ、

そういう見積もりをとりながら、熊本県とし

てどういう機種を選ぶのかということを、担

当がきちんと信念を持ってやらないから、８

億9,000万も、９億近くの予算が不調に終わ

るわけですよ。 

 だから、きちんとした、だから最初の当該

の機種よりも違った機種になったわけです

よ、実際言うと。だけん、そこのところをき

ちんとやっぱりやるべきだということを思い

ますので、今後引き続き――どがんですか、

そこは。課長じゃもう答えられぬけん、まあ

そういうことですので、今後こういうことが

ないように、きちんとした、そのランニング

コストなんて決まっているわけですから。そ

うでしょう。どういう機種が必要かと、ある

程度審査をして、それから発注すべきだと思

うんですよ。いきなり業者をわあっと寄せて

やってしまってということでは、業者の言い

なりですよ。これがいいですよ、こういう機

能がありますよと言えば、それは車でもいい
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車に乗りたいですよ。そういうところですか

ら、そこのところもよろしくお願いしたいと

思います。 

 引き続き、39ページですけれども、きょう

は内田政策監が来てない。欠席と書いてあり

ます。これは委員会のときにちゃんと趣旨を

言うべきだと思うんですけれども、まあ担当

課長さんじゃないけど、担当課長さんいらっ

しゃいますから。 

 それで、今、知事がエアソウルに行かれた

り、旅行博士等の臨時便を飛ばして好評だっ

たというふうに聞いておりますけれども、今

後のそういう知事の動きとあわせて、今のこ

の39ページの、向こうの航空便との、国際便

とのこの熊本空港利用についての――やっぱ

りこれは減額でかなり来ています。これは地

震の影響だと思うんですけれども、そういっ

た中で、海外に対する取り組みというのをど

ういうふうに今考えてやっておられて、知事

が訪問されて、最終段階、知事が行かれて、

どういうふうな形でを望まれて行かれている

のか、ちょっとお尋ねしたいと思います。 

 

○髙木健次委員長 荒木委員、この39ページ

には項目としてありませんけれども…… 

 

○荒木章博委員 いや、だから今、よく聞い

てください。阿蘇くまもと空港国際振興対策

事業について、そうすると、減になっている

ところでしょう。減になっているでしょう、

全体的にも、負担金として。 

 

○髙木健次委員長 この中に含まれているか

と…… 

 

○荒木章博委員 だから、減に、委員長、よ

く聞いて。減になっているでしょう。だか

ら、それについて、そういうのがないように

今後するにはどうするのかと言っているんで

すよ。 

 

○髙木健次委員長 だけん、そういうのをわ

かりやすく…… 

 

○荒木章博委員 いや、わかりやすく今言う

たですたい。 

 

○髙木健次委員長 わかりにくかったものだ

から。 

 

○荒木章博委員 ちょっと待ってください。

委員が言っているのは、この項目にないこと

は言わないですよ。その他のほうでしか言わ

ないんだから。 

 

○髙木健次委員長 だから、これは全体で言

ったらわかりにくいところがあるから、この

部分についてはということを言ってもらえば

わかりやすいということですよ。 

 

○荒木章博委員 いや、だけんその分につい

てということで、ならもう一度言います。も

う一度言いますね。いいですか。 

 

○髙木健次委員長 いやいや、もういいか

ら。 

 

○荒木章博委員 もういいからじゃないです

たい。 

 

○髙木健次委員長 いや、わかりましたとい

うことですよ。 

 

○荒木章博委員 委員長がわかっとらんけ

ん、今もう一回説明しようかと思うた。 

 

○髙木健次委員長 今わかりましたからとい

うことですよ。 

 

○小杉直委員 委員長の言うことば聞きなは
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りまっせ。 

 

○藤井交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 

○荒木章博委員 何で横からがちゃがちゃ言

うか…… 

 

○藤井交通政策課長 今回の阿蘇くまもと空

港…… 

 

○髙木健次委員長 誰が言う…… 

 

○荒木章博委員 今委員長が言うたっですた

い。横から、横から、ちゃんと説明をしてい

るじゃないですか。 

 

○髙木健次委員長 その説明がちょっとわか

りにくかったからということで、私は…… 

 

○荒木章博委員 いや、わかりにくいことは

ないですたい。ちゃんとこの減額になってい

ることについて、今後の熊本空港の国際線に

対する取り組みについてどうするのかという

ことを言っているわけですよ。だから、知事

が、今、エアプサンに行ったり、動きをかけ

ているから、今後そういうのを頻繁に、減に

ならないように取り組むということを言って

いるわけです、予算化されているから。副委

員長、そうでしょう、僕が言っているのは。

それを言ったわけですよ。 

 

○髙木健次委員長 やっとわかりました。 

 

○藤井交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 今回の阿蘇くまもと空港国際線振興対策事

業の減額につきましては、国際線が運休した

ことから、着陸料や空港施設使用料の支援な

ど不用になった経費、また、新規路線対策と

して確保していた予算の支出見込み額の減に

より減額補正を行っております。 

 こういう減額があったということは、やは

り国際線が運休しているということで、それ

をできるだけ早く再開したいと、インバウン

ド、ぜひ来ていただきたいということで、６

月補正では、補正予算で早期回復のための予

算をいただきましたけれども、それの分は全

額執行しながら、今再開に向けて取り組んで

いるところでございますが、その中で、１月

からインバウンドチャーター便がソウルから

運航されております。その会社がティーウェ

イという会社でございまして、その旅行企画

をしました旅行会社が旅行博士、そして、あ

とアシアナ線、運休しておりますけれども、

そこの子会社であるエアソウル、この３社の

アポイントがとれましたので、その代表が会

っていただけるということでございましたの

で、今回、知事に訪韓いただきまして、我々

の早期復旧に向けた熱意を示しに行っていた

だいております。 

 あわせて、今回、ティーウェイ航空、企画

しております１月からの航空便が大変好調で

ございます。１月の実績では約９割、まさに

インバウンドの需要が見込まれてこないと早

期復旧になりませんので、そういったところ

から含めて、旅行会社、航空会社へトップセ

ールスも行っていると。来年度に向けても、

新年度予算で予算計上を今回提案させていた

だいておりますけれども、早期復旧とインバ

ウンドのさらなる回復に向けまして、鋭意努

力していきたいと考えているところでござい

ます。 

 

○荒木章博委員 減額が6,800万ということ

ですね。これは地震の影響があったというこ

とで、国際線に向けての熊本県の取り組みと

いうことを今お話をいただいて、旅行博士

が、ティーウェイと言うんですかね、それが

かなり、９割の乗降客があったと、インバウ
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ンドであったと。そして、エアソウルにも今

後働きかけていくと。そういうことで、この

補正からまた新年度に向けて取り組みをやら

れるということなんですけれども、この旅行

博士の期間というのは、インバウンドは何日

から何日までの間だったんですか。 

 

○藤井交通政策課長 ことしの１月６日から

３月１日の予定で、16往復の予定でございま

す。 

 

○荒木章博委員 これは９割の乗降客があっ

たということで今発表があったんですけれど

も、９割あったんですか、本当に。 

 

○藤井交通政策課長 １月中の平均利用率、

暫定値でございますけれども、92.1％と伺っ

ております。 

 

○荒木章博委員 じゃあ、もうやっぱりそう

いうことで、今知事が韓国のほうに行かれ

て、また再度営業されているということです

ね。わかりました。 

 引き続き、やっぱりこの地震ということ

と、国際線、空港線の振興対策事業というの

を、できるだけ積極的に、より熊本からも訪

問できるように。まあ、御案内のとおりに、

慰安婦の問題とか、韓国は今政治不安定と

か、いろんな問題もたくさんあるんですけれ

ども、熊本県は、そういうやっぱり観光交流

とか、一つの国際線の振興というのに力を入

れてやっぱり取り組んでいきますので、引き

続きよろしくお願いしたいと思っておりま

す。 

 じゃあ、最後にもう１点、県立劇場のこの

37ページの文化企画。 

 県立劇場が、ここに返還金、約800万ほど

上がっております。そして、もちろん営業収

入が入らないわけですから、管理運営費もマ

イナスが生じているということですけれども

ね。今後、２度ほどの不調に、新しくするの

にかかったと聞いていますけれども、工事不

調にですね。だから、今後はやっぱり県立劇

場をきちんとしたものにやっていかなきゃい

かぬと思うんですよね。 

 だから、工事に係る、そして利用者、申し

込んだ人に迷惑がかからないようにしないと

いけないし、そういったところの安全性も含

めて、やっぱり利便性をきちんと、地震の対

応についてやっていかなきゃいかぬと思うの

で、そこのところをお願いしたいと思いま

す。 

 

○手島文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 委員御指摘のように、県立劇場、今から本

格的な復旧に入るところでございます。今県

内の文化施設、かなりまだ被害を受けている

ところがございまして、県立劇場のやはり役

割が高まっているというふうに思っておりま

す。 

 その中で、委員がおっしゃっていただきま

したように、安全性、そういったところも含

めて、十分工事に当たっては考慮して、なお

かつ、工事を施工しながら、うまく一般の利

用の方が不便にならないような形で工事施工

に取り組んでいくように、今後も考えていき

たいと思っておりますので、よろしくお願い

します。 

 

○荒木章博委員 利用できなかったから返還

しなきゃいけなかった、そういうことで、そ

ういうことがきちんとなればそういうことは

ないと思いますので、そこの安全対策も含め

て、きちんと安全対策をしながらお貸ししま

すよという姿勢をきちんと示されるべきだと

思います。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑はありません
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か。 

 

○鎌田聡委員 またちょっと歳入の話になり

ますけれども、４ページですね。 

 寄附金が35億来ておりますけれども、この

内容をですね。何かふるさとくまもと応援寄

附金がこれに入っているのかどうか、それに

しては金額がちょっと合わないので、35億と

いう寄附金はどういう内訳か、教えていただ

きたいと思います。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 寄附金でございますが、先ほど委員のほう

からございましたふるさと応援寄附金、それ

にあわせまして文化財等の寄附金もいただい

ております。これらを合わせましての35億 

9,700万円余という形になってまいります。 

 

○鎌田聡委員 寄附金の内訳はわかりまし

た。税収が落ち込んでいるときに、非常にあ

りがたい話だというふうに思います。 

 30ページのふるさとくまもと応援寄附金

が、今回が８月以降で22億ということであり

まして、それまでが36億という話だったと思

いますから、今寄せられているのは58億とい

うことでよろしいんですか。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 本県に寄せられている寄附、単独でいきま

すと、１月15日末現在で48億ぐらいでござい

ます。そのほか、他県が本県にかわって――

熊本地震の被災地へ送るためにということ

で、他県が本県にかわって募金を集められた

やつあたりもあります。それも、今こちらの

ほうに、他県や他の県の市町村から本県のほ

うにいただいているような形であります。そ

れらを合計すると、そのくらいになるという

ことでございます。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、今年度は48億という

ことでよろしいですか、今のところ。１月何

日まで、県で。 

 

○井芹税務課長 今のところ、そんなところ

です。また尐しふえてきている状態ではあり

ます。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 ちなみに、昨年度は幾らだっ

たんですか。 

 

○井芹税務課長 昨年度は9,300万円でござ

いました。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、かなり多額の寄付金

が、まあこれは地震の影響だろうと思います

けれども、寄せられているということであり

ますので、本当ありがたい話だというふうに

受けとめていきたいと思いますので、ぜひそ

ういうことで、そういったお礼もさまざまな

形でやられていると思いますけれども、物だ

けじゃなくて、そういった気持ちも含めて、

方法も含めてさらにやっていけば、さらにま

た来るかもしれませんので、ぜひそういった

取り組みもよろしくお願いしたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 なければ、これで付託議

案に対する質疑を終了いたします。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第１号、第３号、第10号、第14

号及び第19号について、一括して採決したい

と思いますが、御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 御異議なしと認め、一括
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して採決いたします。 

 議案第１号外４件について、原案のとおり

可決または承認することに御異議ありません

か。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外４件は、原案のとおり

可決または承認することに決定いたしまし

た。 

 次に、その他に入りますが、今定例会にお

いては、３月に後議分の委員会もありますの

で、本日は急を要する案件についてのみ質疑

をお願いします。 

 何かございませんか。 

 

○小杉直委員 １点だけ。間宮課長か本田危

機管理監で、どちらでもいいですが、先般、

旫川市で、旫川市と地元の自衛隊と協議され

て、熊本復興のくまモン、それから、熊本

城、晩白柚の雪像をつくって、多くの観光客

に熊本支援のことでそういうふうな行為をし

てもらったわけですが、それに対する資料は

差し上げとったですが、それに対してどう対

応されましたかな。 

 

○間宮危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 今小杉委員から御紹介がございましたとお

り、旫川市において雪祭りが行われた際に、

旫川市長から自衛隊に対して提案をしていた

だいて、くまモン、熊本城、それから晩白柚

等の雪像をつくっていただきまして、復興支

援という形でやっていただきました。 

 それに対しまして、知事からのお礼状をお

送りするということで、今準備を進めておる

段階でございます。 

 

○小杉直委員 流れはわかりました。まあ、

時期を外さぬように、お礼状を出すならば、

早目にお願いしておきます。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員長 ほかにありませんか。 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○髙木健次委員長 以上で本日の議題は全て

終了いたしました。 

 最後に、陳情・要望書が３件提出されてお

ります。参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 それでは、これをもちまして、第７回総務

常任委員会を閉会します。 

 お疲れさまでした。 

  午前11時40分閉会 
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